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〇 自然災害は激甚化・頻発化し、いつ、どこで災害が発生しても不思議でない状況。また、我が
国のインフラ老朽化は加速度的に進行。

国民の命と暮らしを守るため、「防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策」の着
実な推進をはじめ、「より抜本的かつ総合的な防災・減災対策」と「計画的なインフラの維持管
理・更新」にしっかりと取り組む。

〇 また、2050年カーボンニュートラルを含めたグリーン社会の実現に向け、インフラ分野のグリーン化
を進める。

さらに、コロナを契機としてインフラ分野のDXを進めるとともに、二地域居住等の地方への人の
流れを支えるための社会資本整備や、持続可能な経済成長を確実なものにするための社会資
本整備を進めるなど、社会経済構造の変化に挑戦していく。

〇 これらの取組を戦略的・計画的に進めるためには、安定的・持続的な公共投資が必要不可欠。

ポイント①

ポイント②

ポイント③④

国民の命と暮らしを守り、「新たな日常」を築くための社会資本整備の推進



防災・減災が主流となる社会の実現 （ポイント① 参考資料）
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〇 加速度的に進行するインフラ老朽化に対応するため、インフラの機能に支障が生じる前に対策を行う「予防保全」へ本格的に転換するとともに、新技術を活用したインフラ
の維持管理を図ることでメンテナンスコストの縮減を図る。

※４ページ参照

加速度センサーで
揺れを検知しデータ化点検車両にスマートフォンを搭載

【新技術を活用した維持管理の例】
スマートフォンの加速度センサーを活用し、路面の段差を検出

【事後保全と予防保全のメンテナンスサイクル】

事後保全段階の橋梁補修 予防保全段階の橋梁補修

供用期間

事後保全の
管理水準

機
能
健
全
性

予防保全の
管理水準

事後保全 予防保全

トータルコスト

国土強靱化に関する施策を効率的に進めるためのデジタル化等
の推進（15対策）

○ 全国の首長、与党からの強い要請を受け、昨年末に閣議決定された、政府全体で総事業費概ね１５兆円程度を目途とする「防災・減災、国土
強靱化のための５か年加速化対策」により、取組を更に加速化・深化。

予防保全型インフラメンテナンスへの転換に向けた老朽化対策
（12対策）

国土交通省関連の対策（53対策）
激甚化す る風水害や 切迫す る大規模地震等へ の対策
（26対策）

○ 激甚化・頻発化する自然災害から国民の命と暮らしを守るため、５か年加速化対策も活用し、ハード対策を加速化するとともに、あらゆる関係者の協働によりソフト対策
と一体となった「流域治水」などの総力戦で挑む防災・減災対策や防災力の強化をさらに進める。

【ダム建設・ダム再生】

気候変動による降雨量の増大に備え、治水対策を抜本的に強化。
流域治水のさらなる深化に向けて、参画する関係者の拡大、流域特性
に応じた施策の充実、財政面の充実、技術面の強化を推進。

【「流域治水」の施策のイメージ】

【気象防災アドバイザーによる
自治体への支援】

水害リスク情報空白域の解消、分かりやすい防災情報の発信のほか、
マイ・タイムラインへのデジタル技術の活用による避難行動支援、気象防
災アドバイザー（気象台OB・OG等）による自治体支援等により、個人や
地域の防災意識を向上し、地域防災力を強化。

【利水ダム等における事前放流の強化】 【要配慮者利用施設の安全確保のため
の支援制度や土地利用規制の見直し】

新規立地の抑制

安全対策の強化

移転の促進

流域治水関連法に基づく利水ダム等の事前放流の強化、官民の雨水貯留
浸透施設の整備やため池の活用の推進のほか、要配慮者利用施設の安全確
保のための支援制度や土地利用規制の見直しなど、縦割りを排除した取組を
推進する。

【地域のワークショップで作成する
マイ・タイムラインにデジタル技術も活用】

マイ・タイムラインを
スマホで作成

避難のタイミングで
プッシュ通知！



①イノベーション等に関する産学官の連携 ②地域との連携 ③国民・企業の行動変容の促進
④デジタル技術の活用 ⑤グリーンファイナンスの活用 ⑥国際貢献・国際展開

グリーン社会の実現：国土交通グリーンチャレンジ （ポイント② 参考資料）
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自動車の電動化に対応した都市・道路インフラの社会実
装の推進のため、EV充電器の公道設置社会実験や走行中
給電システム技術の研究開発支援などの取組を実施。

羽
月
川

「グリーンインフラ」の社会実装により、CO2吸収源対策のほ
か、生態系の保全、雨水貯留・浸透等の防災・減災、ポスト
コロナの健康でゆとりある生活空間の形成など、持続可能で
魅力ある地域づくりを推進。

【LCCM住宅】

【雨水浸透や緑陰形成等に配慮
した公園整備】 【物流施設の低炭素化】 【ドローン物流の実用化】

【道路を活用した太陽光発電】
【EV充電施設の道路内配置

（社会実験ｲﾒｰｼﾞ）】

＜省エネ・再エネ拡大等につながるスマートで強靱な
くらしとまちづくり＞

＜グリーンインフラを活用した自然共生地域づくり＞ ＜デジタルとグリーンによる持続可能な
交通・物流サービスの展開＞

＜自動車の電動化に対応した交通・物流・インフラ
システムの構築＞

＜インフラのライフサイクル全体でのカーボンニュートラル、
循環型社会の実現＞

＜港湾・海事分野におけるカーボンニュートラルの実現、
グリーン化の推進＞

家庭・業務部門※における省エネ、再エネ拡大等に向け、住
宅・建築物の更なる省エネ対策の強化、インフラ等を活用し
た太陽光発電等の再エネ導入・利用拡大、都市部の街区
内の包括的な脱炭素化の重点的な促進や気候変動リスク
にも対応したスマートで強靱なまちづくりを推進。

【走行中給電イメージ】

運輸部門※における排出削減に向け、デジタル技術の活用
等を通じ、公共交通の利用促進などのスマート交通や物流
DXを通じたトラック輸送の効率化などのグリーン物流を推進
し、効率化・生産性向上と環境配慮の両立を図る。

脱炭素化に配慮した港湾機能の高度化等を通じて「カーボ
ンニュートラルポート（CNP）」の形成を推進。世界に先駆け
たゼロエミッション船の商業運航とその燃料供給インフラの整
備を推進。また、洋上風力発電の導入を促進。

道路、鉄道、空港、ダム等のインフラサービスの省エネ化のほ
か、建設施工段階でのICT施工の中小建設業への普及促
進、水素や電気エネルギー等を動力源とする革新的建設機
械の導入促進など、ライフサイクルの各段階での脱炭素化や
建設リサイクルを推進。

横断的視点

※エネルギー消費ベースで
我が国のＣＯ２総排出量の約３割を占める

※エネルギー消費ベースで
我が国のＣＯ２総排出量の約２割を占める

無人ﾌｫｰｸﾘﾌﾄ無人搬送車

〇 2050年カーボンニュートラルの実現、気候危機への対応など、グリーン社会の実現は、我が国の重要な政策課題。
〇 地域のくらしや経済を支える幅広い分野を所管する国土交通省において、国土・都市・地域空間におけるグリーン社会の実現に向けた取組にチャレンジしていく。

【カーボンニュートラルポート形成のイメージ】
水素ステーション

アンモニア運搬船
水素運搬船

ブルーカーボン

洋上風力

水素・燃料アンモニア等タンクFC荷役機械

水素パイプライン

陸上電力供給
LNG火力発電所
（水素混焼）

石炭火力発電所
（アンモニア混焼）

FCトラック

炭鉱・ガス田・再エネ等由来の
アンモニア・水素化プラント

海外

国内

自立型水素等電源

LNG運搬船

【軽油を燃料とした動力源】

バイオマス燃料等 水素エンジン等

【新たな動力源（イメージ）】

※社会資本整備審議会・交通政策審議会 環境部会・技術部会合同「グリーン社会WG」 検討案

【空港の脱炭素化のイメージ】

施設・車両からの排出削減

再生可能エネルギー導入促進

地上の航空機からの
排出削減



操作室

作業エリア

インフラ分野のＤＸの推進 （ポイント③ 参考資料）
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【セキュリティを確保した「非接触型」の

デジタル物流システムの構築】

【線状降水帯による大雨や
台風の予測情報の飛躍的な精度向上】

最新のスーパーコンピュータ
を用いた気象予測

最新技術を取り入れた
次期気象衛星の導入

＜物流ＤＸの推進＞

DXによる生産性向上・働き方改革

新技術の社会実装による暮らしの向上

＜防災・減災対策の高度化・迅速化＞

【電気自動車等の
災害時利用】

〇 新技術の社会実装を進め、暮らしにおけるサービスの向上を推進するとともに、防災・減災対策の高度化・迅速化を図る。

【道路システムのDX
～xROADの実現～】

CCTVカメラを用いた
交通障害検知システムを導入

【 i-Constructionによる生産性向上の取組】

＜デジタルデータの活用による働き方の改革、処遇改善の推進＞＜データとデジタル技術の活用による生産性･安全性の向上＞

【水害リスク情報の３Dでの提供】

【監督検査業務の効率化】【国土交通データプラットフォームによるデータ連携】

 

【地下構造物／3Dマップ】【3D納品データ 】

〇 i-Constructionの推進やインフラデータプラットフォームの構築などにより、生産性向上・働き方改革を進める。

〇 インフラ分野のＤＸを進め、国民のニーズを基に社会資本や公共サービスを変革すると共に、業務そのものや、組織、プロセス、建設業や国土交通省の文
化・風土や働き方の変革、生産性向上を図る。

官民が有するデータを連携させることにより、高度な防災情報の提供や監督検査、点検･管理業務の効率化
等を図る。また、建設キャリアアップシステムの普及等による処遇改善や施工時期の平準化等による働き方改
革を推進。

建設現場にICTや5G等を導入し、省人化や、工事日数の削減を進め、2025年度までに建
設現場の生産性を2割向上。

ポストコロナにおける新たな働き方や物流の生産性
向上を実現するため、各種システムの連携により、セ
キュリティを確保した非接触型の効率的な物流シス
テムを構築。

操作室

作業イメージ

【熊本地震の復興現場の無人化施工】
画像：NEXCO東日本
「最先端映像技術ＭＲを活用した技術者育成」

コンテナターミナル

門型クレーンの
遠隔操作

出入管理
情報システム 遠隔による本人確認の

非接触化
コンテナのダメージチェックをセンサー
やシステム開発・導入により非接触化

サイバーポート

データ活用

紙で行われている
港湾物流手続を電子化

CONPAS

搬入情報の照合を
非接触化

防災・減災分野に新技術を活用し、対策の高度
化・迅速化を図る。

＜スマートシティの推進＞

【スマートシティのイメージ】

都市生活の質や都市活動の利便性向上

新技術やデータの活用により、市民に安全・安心
な生活や利便性・快適性を提供する。

サイバー空間と連携した自動走行モビリティ・ロボットの活用
【先行モデルプロジェクトでの取組例（大田区）】

自動運転バス 自動配送ロボットサイバー空間

【3D都市モデル（PLATEAU）の活用事例】

空間認識技術を活用した
AR観光ガイド

災害リスク情報の可視化を通じた
防災対策の高度化

建物などの都市空間をサイバー空間上で3
次元的に再現する「3D都市モデル」を整備。
また、これを活用したユースケース開発の実証
実験を実施（Project PLATEAU）。

＜3D都市モデルの整備・活用＞



コロナも踏まえた社会経済構造の変化への挑戦 （ポイント④ 参考資料）
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民官
街路等の公共空間の改変 オープンスペースの提供・利活用

民間
空地 広場

建物低層部
街路

公園

【官民一体で行う「居心地が良く歩きたくなる」
まちなかづくり】

【鉄道駅のバリアフリー化】

東京一極集中の是正を図り、地方への新たな人の流れを創出するため、テレワーク環境の整備や空き家
等の活用を通じた二地域居住等を推進。

ポストコロナ時代において、地域生活圏の形成など「デジタルを前提とした国土の再構築」を目指し、新たな
国土計画を前倒しで検討。

ゆとりある豊かな暮らしの実現を図るとともに、賑わいのあるまちを作るた
め、官民の既存ストック利活用等による「居心地が良く歩きたくなる」まち
なかづくりを進めるとともに、ほこみち（歩行者利便増進道路）制度の活
用等による多様なニーズに応える道路空間の構築を推進。

【ほこみち制度の活用】
（神戸市道三宮中央通り線）

＜ゆとりがあり居心地が良く歩きたくなるまちづくりの推進＞ ＜テレワーク環境の整備や空き家等の活用を通じた二地域居住等の推進＞

＜ポストコロナ時代の目指すべき国土構造の検討＞

「新たな日常」に対応した持続可能な地域社会の形成

バリアフリー施策の更なる推進

【コロナ禍における国民の意識の変化】

31.1%

42.4%

24.3%

2.2%

上記のグラフは都内に住む２０代以上の男女1,078名を対象に調査。
そのうち地方暮らしに関心があると回答した604名が対象。

Q.あなたの望む地方暮らしのスタイルは何ですか？

【新幹線の車椅子フリースペースのイメージ例】

（出典）（株）トラストバンク 「地方暮らしに関するアンケート」（令和２年６月）

〇 コロナを契機とした住まい方・働き方・価値観等の変化を踏まえ、「新たな日常」を実現するための取組を進める。

〇 東京オリパラ大会のレガシーとしての「真の共
生社会の実現」に向けて、ハード・ソフト両面
からのバリアフリーの取組を強化。

〇 コロナ禍により落ち込んだ経済を早期回復させ、持続可能な経済成長を確実なものとするため、高規格道路、国際
戦略港湾、整備新幹線などストック効果の高い社会資本整備を推進する。

【三大都市圏等における環状道路の整備の促進】

相模湾

東京湾
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岸

状

東
京
湾

東道

太平洋

○ ○ ○ ○ ○ ○

首都圏環状道路

持続可能な経済成長の実現

【整備新幹線、リニア中央新幹線の推進】【国際コンテナ戦略港湾政策の推進】

横浜港
南本牧ふ頭

国際基幹航路の維持・増加

集貨 創貨

競争力強化

流通加工機能を
備えた倉庫

大型コンテナ船
(24000TEU級）

国際フィーダー航路による
国内からの集貨

高規格コンテナターミ
ナルの整備・一体利用

【全国版空き家・空き地バンク成約実績(累計)】

（件）
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